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容器保安規則の機能性基準の運用について等の一部を改正する規程 新旧対照表（改正部分は、傍線部分）

○容器保安規則の機能性基準の運用について（20130409 商局第 4 号）･･･････････････････････････････････････････････････････････････２
○高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）（20140625 商局第 1 号）････････････････････････････････････････････８
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○容器保安規則の機能性基準の運用について（20130409 商局第 4 号）

改 正 後

容器保安規則の機能性基準の運用について

改 正 前

容器保安規則の機能性基準の運用について

１．～５．及び別表第１ （略） １．～５．及び別表第１ （略）

別表第２（詳細基準の例示） 別表第２（詳細基準の例示）

項 機能性基準 例示基準 項 機能性基準 例示基準

１ 別表第１第 別添１「一般継目なし容器の技術基準の解釈」 １ 別表第１第 別添１「一般継目なし容器の技術基準の解釈」
１項から第 別添２「溶接容器の技術基準の解釈」 １項から第 別添２「溶接容器の技術基準の解釈」
３項まで及 別添３「超低温容器の技術基準の解釈」 ３項まで及 別添３「超低温容器の技術基準の解釈」
び第１０項 別添４「ろう付け容器の技術基準の解釈」 び第１０項 別添４「ろう付け容器の技術基準の解釈」
に掲げるも 別添５「再充てん禁止容器の技術基準の解釈」 に掲げるも 別添５「再充てん禁止容器の技術基準の解釈」
の 別添６「アルミニウム合金ライナー製一般複合容 の 別添６「アルミニウム合金ライナー製一般複合容

器の技術基準の解釈」 器の技術基準の解釈」
別添７「圧縮天然ガス自動車燃料装置用継目なし 別添７「圧縮天然ガス自動車燃料装置用継目なし
容器の技術基準の解釈 容器の技術基準の解釈
別添８「圧縮天然ガス自動車燃料装置用複合容器 別添８「圧縮天然ガス自動車燃料装置用複合容器
の技術基準の解釈」 の技術基準の解釈」
別添９「圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技 別添９「圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技
術基準の解釈」 術基準の解釈」
別添１１「国際圧縮水素自動車燃料装置用容器の 別添１１「国際圧縮水素自動車燃料装置用容器の
技術基準の解釈」 技術基準の解釈」
別添１３「圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器の （新設）
技術基準の解釈」
社団法人日本ガス協会基準「液化天然ガス自動車 社団法人日本ガス協会基準「液化天然ガス自動車
燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０ 燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０
６－０１－９９）」 ６－０１－９９）」
高圧ガス保安協会基準０１２１「アルミニウム合 高圧ガス保安協会基準０１２１「アルミニウム合
金ライナー・炭素繊維製一般複合容器の技術基準 金ライナー・炭素繊維製一般複合容器の技術基準
(2005)」 (2005)」
財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車 財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車
燃料装置用容器の技術基準（ＪＡＲＩ Ｓ ００１ 燃料装置用容器の技術基準（ＪＡＲＩ Ｓ ００１
(2004)」 (2004)」

注 第３条第１項第１号に規定するＶＨ３容器 注 第３条第１項第１号に規定するＶＨ３容器
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のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム
合金に限ることとし、また、同号に規定する 合金に限ることとし、また、同号に規定する
ＶＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ ＶＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ
ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は
材料証明書における絞りが７５％以上であっ 材料証明書における絞りが７５％以上であっ
て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ
るものに限る。 るものに限る。

日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用容 日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用容
器の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ／１２／０４）」 器の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ／１２／０４）」

注 第３条第１項第１号に規定するＴＨ３容器 注 第３条第１項第１号に規定するＴＨ３容器
のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム
合金に限ることとし、また、同号に規定する 合金に限ることとし、また、同号に規定する
ＴＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ ＴＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ
ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は
材料証明書における絞りが７５％以上であっ 材料証明書における絞りが７５％以上であっ
て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ
るものに限る。 るものに限る。

社団法人日本ガス協会基準「圧縮天然ガス自動車 社団法人日本ガス協会基準「圧縮天然ガス自動車
燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０ 燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０
７－０５）」 ７－０５）」
高圧ガス保安協会基準０１２８「７０ＭＰａ圧縮 高圧ガス保安協会基準０１２８「７０ＭＰａ圧縮
水素自動車燃料装置用容器の技術基準(2010)」 水素自動車燃料装置用容器の技術基準(2010)」

注 ４．２に規定するＶＨ３容器のライナーの 注 ４．２に規定するＶＨ３容器のライナーの
耐圧部分の材料はアルミニウム合金に限るこ 耐圧部分の材料はアルミニウム合金に限るこ
ととし、また、４．２に規定するＶＨ４容器 ととし、また、４．２に規定するＶＨ４容器
のボスの耐圧部分の材料は、ステンレス鋼に のボスの耐圧部分の材料は、ステンレス鋼に
あっては規格材料の引張試験又は材料証明書 あっては規格材料の引張試験又は材料証明書
における絞りが７５％以上であって、かつ、 における絞りが７５％以上であって、かつ、
ニッケル当量が２８．５以上であるものに限 ニッケル当量が２８．５以上であるものに限
る。 る。

一般財団法人石油エネルギー技術センター基準「圧 一般財団法人石油エネルギー技術センター基準「圧
縮水素運送自動車用容器の技術基準（ＪＰＥＣ－ 縮水素運送自動車用容器の技術基準（ＪＰＥＣ－
Ｓ ０００５）(2013)」 Ｓ ０００５）(2013)」
日本ＬＰガス団体協議会技術基準Ｓ高－００３「液 日本ＬＰガス団体協議会技術基準Ｓ高－００３「液
化石油ガス用プラスチックライナー製一般複合容 化石油ガス用プラスチックライナー製一般複合容
器の技術基準(2014)」 器の技術基準(2014)」

２ （略） 別添１０「附属品の技術基準の解釈」 ２ 別表第１第 別添１０「附属品の技術基準の解釈」
別添１２「国際圧縮水素自動車燃料装置用附属品 ４項、第５ 別添１２「国際圧縮水素自動車燃料装置用附属品
の技術基準の解釈 項及び第１ の技術基準の解釈
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別添１４「圧縮水素二輪自動車燃料装置用附属品 １項に掲げ （新設）
の技術基準の解釈」 るもの
財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車 財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車
燃料装置用附属品の技術基準（ＪＡＲＩ Ｓ ００ 燃料装置用附属品の技術基準（ＪＡＲＩ Ｓ ００
２(2004)」 ２(2004)」

注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス 注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス
テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又 テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又
は材料証明書における絞りが７５％以上であ は材料証明書における絞りが７５％以上であ
って、かつ、ニッケル当量が２８．５以上で って、かつ、ニッケル当量が２８．５以上で
あるものに限る。るものに限る。 あるものに限る。るものに限る。

日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用附 日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用附
属品の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ／１３／０４）」 属品の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ／１３／０４）」

注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス 注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス
テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又 テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又
は材料証明書における絞りが７５％以上であ は材料証明書における絞りが７５％以上であ
って、かつ、ニッケル当量が２８．５以上で って、かつ、ニッケル当量が２８．５以上で
あるものに限る。 あるものに限る。

３ （略） （略） ３ （略） （略）

４ （略） （略） ４ （略） （略）

備考 備考
（略） （略）

別添１～別添９ （略） 別添１～別添９ （略）

別添１０ 別添１０
（適用範囲） （適用範囲）
第１条 この附属品の技術基準の解釈（以下「解釈」という。）は、容 第１条 この附属品の技術基準の解釈（以下「解釈」という。）は、
器保安規則（昭和 41 年通商産業省令第 50 号）（以下「規則」という。） 容器保安規則（昭和 41 年通商産業省令第 50 号）（以下「規則」と
第 16 条及び第 17 条に定める技術的要件を満たすべき技術的内容の いう。）第 16 条及び第 17 条に定める技術的要件を満たすべき技術
うち附属品（圧縮水素自動車燃料装置用附属品、国際圧縮水素自動 的内容のうち附属品（圧縮水素自動車燃料装置用附属品、国際圧縮
車燃料装置用附属品、圧縮水素二輪自動車燃料装置用附属品及び圧 水素自動車燃料装置用附属品及び圧縮水素運送自動車附属品を除
縮水素運送自動車附属品を除く。）についてできる限り具体的に示す く。）についてできる限り具体的に示すものである。
ものである。

第２条～第１０条及び別表 （略） 第２条～第１０条及び別表 （略）

別添１１及び別添１２ （略） 別添１１及び別添１２ （略）
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別添１３ （新設）
別添のとおり

別添１４ （新設）
別添のとおり
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別添１３

圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器の技術基準の解釈

 この圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器の技術基準の解釈は、容器保安規則に定める技

術的要件を満たすべき技術的内容をできる限り具体的に示したものである。

なお、容器保安規則に定める技術的要件を満たすべき技術的内容は、この解釈に限定さ

れるものではなく、当該規則に照らして十分な保安基準の確保ができる技術的根拠があれ

ば、当該規則に適合するものと判断する。

第 1 章 総 則 
（適用範囲）

第 1 条 この圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器の技術基準の解釈（以下「解釈」という。）

は、容器保安規則（昭和 41 年通商産業省令第 50 号）（以下「規則」という。）第 3 条、

第 6 条、第 7 条及び第 58 条に定める技術的要件を満たす技術的内容のうち、金属ライ

ナー製圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器であって、規則第 8 条第 1 項第 9 号又は第 62
条に基づく刻印等において示された年月の前月から起算して 15 年を経過して充塡しな

いものとして製造されたものについて、できる限り具体的に示すものである。

（用語の定義）

第 2 条 この解釈において使用する用語は、規則及び容器保安規則の機能性基準の運用に

ついて（20130409 商局第 4 号）別表第 2 第 1 項別添 11（以下「別添 11」という。）に

おいて使用する用語の例による。

（製造の方法の基準、設計確認試験及び組試験等並びに型式試験に関する規定の準用等）

第 3 条 圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器の製造の方法の基準、設計確認試験及び組試

験等並びに型式試験については、別添 11 第 3 条から第 22 条までの規定（低充塡サイク

ル国際圧縮水素自動車燃料装置用容器に関する規定を除く。）を準用する。この場合にお

いて、第 7 条第 10 項(3)中「330L 以下であること」とあるのは「23L 以下であること」

と読み替えるものとする。

2 前項において準用する別添 11 中第 11 条第 2 項の試験については、当該試験のうち垂直

落下試験の落下高さは、位置エネルギー488J 以上となる高さ又は下端高さ 1.8m となる

高さのいずれか低いものとする。



別添１４

圧縮水素二輪自動車燃料装置用附属品の技術基準の解釈

 この圧縮水素二輪自動車燃料装置用附属品の技術基準の解釈は、容器保安規則に定める

技術的要件を満たすべき技術的内容をできる限り具体的に示したものである。

 なお、容器保安規則に定める技術的要件を満たすべき技術的内容は、この解釈に限定さ

れるものではなく、当該規則に照らして十分な保安基準の確保ができる技術的根拠があれ

ば、当該規則に適合するものと判断する。

第 1 章 総 則 

（適用範囲）

第 1 条 この圧縮水素二輪自動車燃料装置用附属品の技術基準の解釈（以下「解釈」とい

う。）は、容器保安規則（昭和 41 年通商産業省令第 50 号）（以下「規則」という。）第

16 条及び第 17 条に定める技術的要件を満たす技術的内容のうち、圧縮水素二輪自動車燃

料装置用附属品（以下「附属品」という。）について、できる限り具体的に示すものであ

る。

（用語の定義）

第 2 条 この解釈において使用する用語は、規則及び容器保安規則の機能性基準の運用に

ついて（20130409 商局第 4 号）別表第 2 第 2 項別添 12（以下「別添 12」という。）に

おいて使用する用語の例による。

（設計確認試験及び組試験並びに型式試験に関する規定の準用）

第 3 条 設計確認試験及び組試験並びに型式試験については、別添 12 第 2 条から第 10 条

までの規定を準用する。
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○高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）の一部を改正する規程  新旧対照表（傍線部分は改正部分）

改  正    後 改　  正　 前   

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 

制定 平成 09･03･31 立局第１８号 平成 ９年 ４月 １日 

改正 平成 09･09･29 立局第２号 平成 ９年 ９月３０日 

平成 10･03･26 立局第７号 平成１０年 ３月３１日 

平成 11･09･28 立局第４号 平成１１年 ９月３０日 

平成 12･03･31 立局第５９号 平成１２年 ４月 １日 

平成 12･09･20 立局第２号 平成１２年１２月２２日 

 廃止・制定 平成 19･06･18 原院第２号 平成１９年 ７月 １日 

 改正 平成 22・04･01 原院第６号 平成２２年 ４月 ５日 

平成 23・01・15 原院第１号 平成２３年 １月１７日 

平成 23・06・28 原院第４号 平成２３年 ７月 ４日 

 廃止・制定 ２０１４０６２５商局第１号 平成２６年 ７月１４日 

改定 ２０１４０７０７商局第２号 平成２６年 ７月１８日 

改定 ２０１４０９０３商局第６号 平成２６年 ９月１７日 

改定 ２０１４１１１４商局第３号 平成２６年１１月２０日 

改定 ２０１４１２１７商局第５号 平成２６年１２月２２日 

改訂 ２０１６０２１６商局第２号 平成２８年 ２月２６日 

改正 ２０１６０６１３商局第３号 平成２８年 ６月３０日 

改正 ２０１７０３１０商局第７号 平成２９年 ３月２２日 

改正 ２０１７０４１７商局第２号 平成２９年  ５月  ８日 

（９）容器保安規則の運用及び解釈について 

第７条関係 

(1) （略） 

(2)第１項第８号の規定の解釈は、次に掲げるものとする。 

① （略）

② 圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器、国際圧縮水素自動車燃料装

置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器、圧縮水素運送自動車用容器及び液化天然ガス自動車

燃料装置用容器にあっては、それぞれ当該容器以外の容器として用いられたことがない容器であること。 

③ 圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器、国際圧縮水素自動車燃料装

置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器、圧縮水素運送自動車用容器及び液化天然ガス自動車

燃料装置用容器以外の容器にあっては、圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装

置用容器、国際圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素二輪自動車燃料装置用容器、圧縮水素運送

自動車用容器又は液化天然ガス自動車燃料装置用容器として用いられたことがない容器であること。 

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 

制定 平成 09･03･31 立局第１８号 平成 ９年 ４月 １日 

改正 平成 09･09･29 立局第２号 平成 ９年 ９月３０日 

平成 10･03･26 立局第７号 平成１０年 ３月３１日 

平成 11･09･28 立局第４号 平成１１年 ９月３０日 

平成 12･03･31 立局第５９号 平成１２年 ４月 １日 

平成 12･09･20 立局第２号 平成１２年１２月２２日 

  廃止・制定 平成 19･06･18 原院第２号 平成１９年 ７月 １日 

  改正 平成 22・04･01 原院第６号 平成２２年 ４月 ５日 

平成 23・01・15 原院第１号 平成２３年 １月１７日 

平成 23・06・28 原院第４号 平成２３年 ７月 ４日 

  廃止・制定 ２０１４０６２５商局第１号 平成２６年 ７月１４日 

改定 ２０１４０７０７商局第２号 平成２６年 ７月１８日 

改定 ２０１４０９０３商局第６号 平成２６年 ９月１７日 

改定 ２０１４１１１４商局第３号 平成２６年１１月２０日 

改定 ２０１４１２１７商局第５号 平成２６年１２月２２日 

改訂 ２０１６０２１６商局第２号 平成２８年 ２月２６日 

改正 ２０１６０６１３商局第３号 平成２８年 ６月３０日 

改正 ２０１７０３１０商局第７号 平成２９年 ３月２２日 

（９）容器保安規則の運用及び解釈について 

第７条関係 

(1) （略） 

(2)第１項第８号の規定の解釈は、次に掲げるものとする。 

① （略）

② 圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素運送自動車用容器

及び液化天然ガス自動車燃料装置用容器にあっては、それぞれ当該容器以外の容器として用いられたこと

がない容器であること。 

③ 圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素運送自動車用容器

及び液化天然ガス自動車燃料装置用容器以外の容器にあっては、圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器、

圧縮水素自動車燃料装置用容器、圧縮水素運送自動車用容器又は液化天然ガス自動車燃料装置用容器

として用いられたことがない容器であること。 




